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6 リスクを担保するとは，そのリスクによる損害を補償するという意味である。本論では，「補償する」で
はなく「担保する」を一貫して使用する。 
7 これらの保険については，第 3 章 3.2 日本の環境保険で詳述する。 
 3
Hosei University Repository









































































                                                 
とすると，外部不経済の費用E
は次の式にて表わすことができる。 
( ) ( )1.2E n
1k
kkce 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∑==  
ただし 



















kk cececece 　　　　　　　 δ+=+== ∑∑∑∑ =+===  
なお，δは，以下を満足するものとする。 
( ) ( )4.2m
1k

































( ) ( )
( )
































































( ) ( )8.2P h
1i
ii Lf 　　　　　　∑==  
と書ける。ただし 
( )9.2LfLf 1i1iii 　　　　　　　　　−−≥  
とする。(2.9)式は，(2.2)式と対応し，純保険料と外部不経済の費用を比較しやすくする
ための前提条件である。(2.8)式は，(2.3)式と同様に次のように変形できる。 














10.2P LfLfLfLf 　　　  
なお，εは，以下を満足するものとする。 
( ) ( )11.2b
1i



































































































































Ci(Xi)：i 番目の企業の生産費用，Vi：i 番目の企業の有害物質の排出量 
Ei(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業による外部不経済の費用 
∑Ei=E：社会全体の外部不経済の費用，Ai(Xi,Vi)：i 番目の企業の有害物質削減費用 
Πi(Xi,Vi)：i 番目の企業の利潤，Ti：i 番目の企業に対する環境税(ピグー税)率 
とするとき 




























































                    ……(2.14) 
(2.13)，(2.14)式より，Πi を最大化させる Xi，Vi が Ti の関数として求めることができる。
そのときの i 番目の企業の生産量，有害物質の排出量，利潤をそれぞれ 
maxXi(Ti)， maxVi(Ti)，maxΠi(Ti)とする。 
さらに，このとき，つまり，全企業がその利潤を最大化させるときの社会的余剰を 
W(T1,T2,T3,…,Tn)，社会全体の生産量を maxX(T1,T2,T3,…,Tn) =∑maxXi(Ti)とすると， 
( )∫ ∑ ∑ ∑−−−= Xmax
0
iii EACdXXPW  となる。 
ここで最適税率はWを最大化させる値であることに注意してWを最大化させる条件を求











































































































































































ところで，完全競争市場の前提条件により i 番目の企業の有害物質の排出量 Vi が他の企













∂= ただし Vi=maxVi         ……(2.15) 












































































































































                                                  
4 損害賠償請求に対応できないこと。損害賠償請求は，不確実性の一つである。 
5 ピグー税が独占・寡占市場に効率的に対応できない点については，村田・釜苅[2003]を参照されたい。 











Ci(Xi)：i 番目の企業の生産費用，Vi：i 番目の企業の有害物質の排出量 
Ei(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業による外部不経済の費用 
∑Ei=E：社会全体の外部不経済の費用，Ai(Xi,Vi)：i 番目の企業の有害物質削減費用 












































































               ……(2.18) 
ここで，社会的余剰を W とすると，純保険料は，外部不経済の被害者に支払われること
から社会的費用とはみなされない点に注意すると 
( )∫ ∑∑∑∑ −−−−=
X
0










































∂ ∫  となり，これは(2.17)
式と同値となる。 
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Qi＝Ei                           ……(2.24) 
3) 最適な付加保険料 
付加保険料 Ri は，前述のとおり保険会社の事業費と利潤を i 番目の企業の保険契約に配
分したものである。その配分方式には，2 通りあって，定率方式と定額方式がある。定率


















































































































∂−                        ……(2.28) 





























































*R =⇔−=+ であるので 



























最初は点 P で有害物質は最適排出量 V*であったものが，定額保険料を提示されると，限
界保険料大きさ IO が点 P における外部不経済の限界費用 HO より小さいため，企業は，





































最初，点 P で，有害物質の排出量が最適値 V*であった場合は，保険会社が提示する点 P






れる。ただし，(2.30)式においては，排出される有害物質の最初の 1 単位より最後の 1 単
位の方が，保険料に与える影響が大きい，つまり，外部不経済の限界費用が有害物質の排
出量の増加関数として，認識されているのに対して，生産物賠償責任保険においては，対

























このとき，有害物質の最適排出量 V*= ( )GM
L
+  となる。 













j  となる。 
Vjは，G＜Mのとき収束し， ∞→j のとき ( ) *VGM






































2.2.1 の 3) a)で論じたとおり，外部不経済の限界費用曲線が原点を通る傾きが正の直線と
仮定した場合，ピグー税額は企業が発生する外部不経済の費用の 2 倍にもなる。一方，最
適環境保険では，この場合は，純保険料が外部不経済の費用に等しくなり付加保険料は，
































比較を次の表 2-1 にまとめておく。 
 
【表 2-1】ピグー税と最適環境保険の比較表    (注)網掛け部分は比較対象に劣る事項 
















































＜           ……(2.32) 
が満たされるものとする7。 






Fi：保険期間中に発生すると予想される i 番目の事故の発生確率 
Li：i 番目の事故による損害額，Ii：i 番目の事故の対する保険金 
U(W)：資産 W に対する保険契約者の効用関数，S：保険料 












損害のすべてが保険でてん補されたとすると Li=Ii であるから 







iiLFL )                       ……(2.35) 
ii MLL =−                             ……(2.36) 
とすると )LMWo(U)LWo(U ii −−=−  となり，さらにテーラー展開を行うと 
( ) ( )
















ただし，                          ……(2.37) 10 i ≤Θ≤
(2.33)，(2.37)式より 




































( ) ( ){ } ( )∑ ∑ ∑ ∑




















1LWoUEo ) }              ……(2.38) 








1 }                     ……(2.39) 
(2.34)，(2.38)式より 



































1LG }         ……(2.41) 
したがって，E1－Eo＝G(S)＝0 を満足する保険料 S(＝S*)は，(2.40)，(2.41)式より，損害
額の期待値である L より大きいことがわかる。 
つまり保険契約者がリスク回避者である場合は，保険料が損害額の期待値より大きくても，











いま，保険契約者の資産の初期保有量を A とし，確率πで損害 L の事故が発生するもの
とする。このとき事故が発生する場合を状態 1，発生しない場合の状態を 2 とする。また，
状態 1 の保険契約者の資産を X，状態 2 の資産を Y とすると 




X＝A－L－P＋I  ……(2.53)，Y＝A－P      ……(2.54) となる。 









                 ……(2.56) 
ここで，保険の価格 
r1
rp −=              ……(2.57)  
とすれば，保険商品の外生的制約条件である機会直線 pX＋Y＝p(A－Ｌ)＋A ……(2.58) 




2 >−=  である。 
保険契約者は，(2.58)式の制約の下に自己の期待効用 EU を最大化することとなる。 
EU＝πU(X)＋(1－π)U(Y)          ……(2.59) 
なお，U(・)は，資産が保険契約者に与える効用水準である。 









π−=               ……(2.60) 
いま，保険契約者はリスク回避者であることから 
( ) ( ) ( ) ( ) 0YU,0XU,0YU,0XU <′′<′′>′>′      ……(2.61) 
(2.60)，(2.61)式より 0
dX
dY <  
Y を固定したとき  ならば∞→X 0
dX
dY →         ……(2.62) 

































π=  ……(2.64) を満足する点である。 
以上のことを図示すれば図 2-4 のとおりとなる。 
 
                                                  







図 2-4 において，傾きが－p の直線が機会直線である。また，2 本の曲線が無差別曲線と
なる。点 E が保険契約なしの場合の初期点であり，Q が保険契約がある場合の均衡点であ
る。 




−  E1Q1 によって求めることができる。 
また，保険契約により実質的に保険契約者に支払われる額，つまり支払い保険金から保険
料を差し引いた額(純保険需要)H は， 
H＝I－P＝E1Q1 によって求めることができる。   
 
各パラメーターの純保険需要に与える影響は，次のとおり。 
① 保険料率 r 






③ 損害額 L 
















Π＝π(P－I)＋(1－π)P             ……(2.65) 
となる。競争市場における長期的な均衡時には，Π＝0 となることから， 




























−=−  が導き出される。 
また，このとき(2.53)，(2.54)式より，I＝L となることがわかる。 




保険需給の長期競争均衡点は，機会直線と原点を通る傾き 1 の直線の交点 Q*となる。こ
の原点をとおる傾き 1 の直線を確実性直線という。 
 



















長期競争市場においては，図 2-6 の点 R にて需給が均衡する。そのときの保険料率が OH

































ここで，この企業が保険に加入したとき C がどのように変化するか分析する。 
保険金を I，保険料を P とすると，この企業の期待効用 EU は， 
( ) ( ) ( ) ( ){ } ( )CPAUC1CPILAUCCEU −−π−+−−+−π=  となる。 
ところで，いま保険の需給が均衡しているとすると，前述の保険の需要供給理論により，














いま，ある企業の資産の初期保有量を A とし，確率πで損害 L の事故が発生するものと
する。この企業は，費用 C を投ずることによって，事故の損害額 L をコントロールできる
とする。したがって，L＝L(C)となる。なお，今，この企業は，費用 Co を投じて事故の損
害額を Lo＝L(Co)に抑えているとする。 
ここで，この企業が保険に加入したとき C がどのように変化するか分析する。 




このとき，企業の期待効用 EU は， 
( ) ( ){ } ( ) ( ) ( )CPAUCPAU1CPICLAUCEU −−=−−π−+−−+−π=  となる。 
ここで，保険の需要供給理論より LP π= であるから， 




























の値に収束する。それを反映して ( )CL′ は，負の一定値αからじょじょに増加し，0 に収束
すると予想される。 
いま，(2.70)式の解が存在し，C＝C*で企業の期待効用 EU が最大化するものとする。 
 
ここで，保険に加入しない場合について分析する。保険に加入しない場合の期待効用 EU
を最大化する C=Co を求めることとする。 
( ) ( ) ( ) ( )CAU1CLAUCEU −π−+−−π=  
( ) ( ) ( ) ( CAU1CLAU1L
dC






















⎛ −π−−=′  
図 2-7 より は，C の増加関数であるから，Co>C*，また，L(C)は C の減少関数であ
ることから， となることがわかる。 
( )CL′






























リスクの高い人の事故発生確率を FH，低い人の事故発生確率を FL とする。そうした場
合，保険の需要供給理論によりリスクの高い人に対する適切な保険料率 RH＝FH，リスク
の低い人に対する適切な保険料率 RL＝FL となる。 
ここで，保険会社は，リスクの高い人と低い人の判別ができないことから，保険料率 RM
で保険を販売し，そのときのリスクの高い人の保険需要を IH，リスクの低い人の保険需















図 2-8 において，リスクの高い人による損失は，□STRMFH の面積であり，一方，リス





























































いま，ある保険会社が n 個の保険契約を有しており，その保険契約のうち i 番目の契約の
保険契約ベクトルを Ri＝(Pi,Ei,Mi,Ii)とする。 
保険理論では，n が十分大きいと，大数の法則により n 個の保険契約による支払い保険金
総額が安定化し に近づいてくるということとなっている。 ∑ ∑=
i i
ii PE















を保有契約ベクトル Ti＝ ( ) ( ) ( ) ( ){ }iiii I1,M1,E1,P1 δ−γ−β−α− と再保険契約ベクトル 
Si＝ に分割し，Siについては再保険会社が履行することを保険会社と再保
険会社で約定することである。なお，
( iiii I,M,E,P δγβα )
01,01,01,0 ≥δ≥≥γ≥≥β≥≥α である10。 
大数の法則を効果的にするためには，すべての i について，Mi>L の場合は，(1－γ)Mi

























































































































































いま，A 社，B 社，C 社の 3 社の保険会社があり，それぞれの保有限度額が共通の値 L
であるとする。そして，それぞれ 1 つずつ保険契約を有しているとする。その契約を保険
契約ベクトルで Ra=(Pa,Ea,Ma,Ia)， Rb=(Pb,Eb,Mb,Ib)， Rc=(Pc,Ec,Mc,Ic)と表す。前
述のとおり，P は保険料，E は損害額の期待値，M は予想最大損害額，I は保険金額であ
る。また，それぞれの契約にリスクの集積はなく，それぞれの契約における保険事故は独
立事象であるものとする。さらに，各保険会社は，予想最大損害額によって，リスクの大














一方，再保険プールは，再保険契約 Sa=(Pa,Ea,Ma,Ia)， Sb=(Pb,Eb,Mb,Ib) ，
Sc=(Pc,Ec,Mc,Ic)を保有することとなる。 











































1 L3Mc,L3Mb,L3Ma ≤≤≤  ……(2.81) 
が成り立つ。(2.80)式と(2.81)式を比較すると，再保険プールの導入により各保険会社が
引受けることができるリスクの大きさ(予想最大損害額)が 3 倍になったことがわかる。さ






























































































                                                  































































































































                                                  
























の数，括弧の中は，アンケート調査を行った 20 社に占める割合である。 
 
【表 3-1】環境保険の販売状況 
保険の種類 販売している 販売していない 未回答 
①環境汚染賠償責任保険 8 (40%) 12 (60%) 0 (0%) 
②土壌汚染浄化費用保険 6 (30%) 13 (65%) 1 (5%) 
③医療廃棄物排出者責任保険 3 (15%) 16 (80%) 1 (5%) 
④産業廃棄物排出者責任保険 2 (10%) 17 (85%) 1 (5%) 
⑤信頼回復費用保険 2 (10%) 17 (85%) 1 (5%) 
①~④のいずれかの保険 8 (40%) 12 (60%) 0 (0%) 
 
①~④のいずれかの保険を販売している会社が，本論における環境保険を販売している














それらのデーターは企業秘密に該当するとのことで未回答であった。8 社中 1 社は，保険
料や契約件数の具体的値については回答がなかったものの，実際の契約が存在するとの回

























①引受けない 0 (0%) 7 (35%) 
②リスクに見合う保険料が確保できれば引受ける 7 (35%) 0 (0%) 
③リスクに見合う保険料が得られなくても，その程度が小
さければ引受ける 
0 (0%) 0 (0%) 
④その他 1 (5%) 2 (10%) 










非販売会社 12 社中 7 社が引受けないという回答であった。非販売会社 12 社中 1 社は，
リスクの正確な定量化が可能で，かつ再保険の手配が可能であれば引受けを行うと回答し











①自社内のデーターに基づいた保険料 0 (0%) 















でない会社に分けると，再保険マーケットの情報を必要とする会社は，7 社中 5 社で，再














たっては，1 社につき最大 3 つまでの選択肢を選べるものとした。その結果は，表 3-4 の
とおりである。表の中の数字は，左の列の選択肢を選んだ会社の数，括弧の中は，この質




環境リスクは複雑で定量化ができない 6 (85.7%) 
逆選択の可能性が大きい 4 (57.1%) 
モラル・ハザードの可能性が大きい 0 (0%) 
再保険の手配が困難である 5 (71.4%) 
事故が発生した場合の損害査定に困難が伴う 3 (42.9%) 






















計全 20 社それぞれに対する割合である。 
 
















必要な事項 販売会社 非販売会社 合計 
①リスクの定量化ができるようにノウハウ
を蓄積する 
4 (50.0%) 7 (58.3%) 11 (55.0%) 
②再保険が手配できるよう再保険会社と地
道に交渉する 
1 (12.5%) 2 (16.7%) 3 (15.0%) 
③強制付保化 2 (25.0%) 3 (25.0%) 5 (25.0%) 
④再保険プール(1 号プール)の設立 1 (12.5%) 4 (33.3%) 5 (25.0%) 
⑤再保険プール(2 号プール)の設立 0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (5.0%) 
⑥政府の再保険キャパシティの提供 1 (12.5%) 4 (33.3%) 5 (25.0%) 
⑦政府の保険料一部負担 0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (5.0%) 
⑧その他 3 (37.5%) 1 (8.3%) 4 (20%) 















































グループ 販売会社 非販売会社 合計 
①公的支援グループ 4 (50.0%) 7 (58.3%) 11 (55.0%) 
②民間努力グループ 3 (37.5%) 2 (16.7%) 5 (25.0%) 
③再保険キャパシティグループ 3 (37.5%) 7 (58.3%) 10 (50.0%) 
④アンダーライティンググループ 4 (50.0%) 8 (66.7%) 12 (60.0%) 
⑤未回答・未定グループ 1 (12.5%) 3 (25.0%) 4 (20.0%) 
 
表 3-6 を分析する。公的支援グループは，販売会社でも非販売会社でも，その 50%以上
が属しており，環境保険が環境改善に対して社会的影響力を持つためには，半数以上の保
険会社が公的支援が必要と考えていることがわかる。ただし，そう考えている会社の比率

























































































































































の排出量が V0 を超えてからである。ゆえに純保険料は，有害物質の排出量が V0 までは，
ゼロであり，それを超える排出量になったとき純保険料を示す曲線は，損害賠償額を示す































































































































































































































































































































































































   (事業者の責任部
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2002 年度における有効測定局は，自動車排出ガス測定局で 225 であっ
02 年度に浮遊粒子状物質の環境基準を達成した
るものが 63%を占めて
わる 2002 年度の有効自動車排出ガス測定局は，97 であった。そのうち















県の 3 府県にも分布している。 
自動車 NOx・PM 法に基づく対








































                                                 
て環境基準が達成されている。また，東京都区部の二酸化硫黄の平均濃度は，1975 年度













































                                                 
なっている。 
自治体独自の対





















































































地判平 7・7・5判時 1538 号 17 頁），川崎 2～4次訴訟判決（横浜地川崎支判平 10・8・5






8 大型トラック・バスの車両価格は 1,000 万円～3,000 万円程度である。 
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して国，東京都に対して，22 億 3,850 万円12の損害賠償および自動車排出ガスの差止を請



















10 1 次訴訟の提訴後，第 2 次～第 4 次の提訴が行われた。原告は計 505 名。 
11 トヨタ自動車株式会社，日産自動車株式会社，三菱自動車株式会社，日野自動車株式会社，いすゞ自動
車株式会社，日産ディーゼル工業株式会社，マツダ株式会社の 7 社である。 







道路公団の国家賠償法 2 条 1 項の営造物責任を認めた。対象道路の









合を除き，道路端からおおむね 50m までの範囲において急激に減衰し，約 50m 以遠は緩
やかに減衰してバックグラウンド濃度と平衡することから，道路からの有害物質の影響が













































































































た原告 7 名につき，国家賠償法 2 条 1 項に基づき，各道路を管理する被告国，被告東京都，
および被告首都高速道路公団に対し，総額 7,920 万円の支払いを命じた。そのうち被告国






                                                  
16 排気ガス再循環(Exhaust Gas Recirculation)。窒素酸化物の発生を抑制するために吸気に排気ガスの一
部を混合すること。 


















定領域は次の図 4-1 の塗りつぶしの部分である。 
 




















































の増加関数であるから，図 4-1 の判決認定領域での f(x,y)の最小値は，f(50,40000)である。 















































































































































20 四日市ぜん息事件判決(津地裁四日市支部判昭 47・7・24 判タ 280 号 100 頁)，阿賀野川・新潟水俣病事
件第一次訴訟判決(新潟地裁判昭 46・9・29 判時 642 号 96 頁)，イタイイタイ病事件判決(名古屋高裁金沢
支部判昭 47・8・9 判タ 280 号 182 頁)，熊本水俣病事件第一次訴訟判決(熊本地裁判昭 48・3・20 判タ 294

































































































頁)，関西電力多奈川火力発電所事件判決(大阪地判昭 59・2・28 判タ 522 号 221 頁)，千
葉川鉄事件判決(千葉地判昭 63・11・17 判タ 689 号 40 頁)，大阪西淀川 2～4次訴訟判決
（大阪地判平 7・7・5判時 1538 号 17 頁），川崎 2～4 次訴訟判決（横浜地川崎支判平 10・
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みという状況であるが，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決で，自動車が排出する有害物
質と健康被害の因果関係を認定された条件2に該当する地域は，全国には多数存在すると考
えられ，それらの地域に居住し，かつ健康被害を受け，かつ原告とならない人たちも，決









1 正確には，現状では新規患者の認定が行われていないということ。詳細は，5.3.1 にて後述する。 


























































































































































8 公害健康被害の救済制度として 1969 年に公害に係る健康被害の救済に関する臨時措置法が制定され，そ
の後 1973 年に公害健康被害補償法が制定された。同法が 1987 年に改定されたものが，現行の公害健康被
害の補償等に関する法律である。 






































入れる方式が採用されている。費用は，固定発生源が 8 割負担，移動発生源が 2 割負担す



























カーの損害賠償責任を規定する理由は，①第 4 章 4.2.3 で述べたように現行法

































11 たとえば，車両総重量 2.5 トン超の営業用トラックの年間の自動車重量税額は 1 トンにつき 2,800 円で
と重複する内容の部分もあるが，その部分
あるのに対し乗用車の税額は 1 トンにつき 6,300 円である。 
12 この制度の試案においては，第 3 章 3.4.3 で既に述べたこと
が保険制度を設計する上で，重要であることから，あえて省略しないこととした。 













































                                       
14 大塚[2003]参照。 
15 浜田[1977]145 頁参照。 












































































































































1 次訴訟第 1 審判決における認定事項のデーターを用いることとした。これは，環
害賠償責任保険で，その保険金支払いの対象となる損害賠償責任とその額を決定するの
は，裁判所であるからである。さらに，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決は，自動車大
気汚染公害に係る最新の裁判所の判断であることから，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判
決の認定事項を本分析に関し用いることとした。なお，以下においては，東京大気汚染第 1

















車種 二酸化窒素 浮遊粒子状物質 平均 
ガソリン車 21% 0% 10.5% 
ディーゼル乗用車 4% 10% 7% 
ディーゼル特殊自動車 33% 21% 27% 
その他ディーゼル車 55.5% 42% 69% 
合計 100% 100% 100% 
 


















































富士重工 ドミンゴ，ビッグホーン，ビッグホーンワゴン，レオーネ V 
日野 デュトロ，レンジャー，レンジャー2，レンジャー3 
ホンダ シビックプロ，ジャズ，パートナー，ホライゾン 

















































日産 アトラス，アトラス 150，アトラス 200，N コンドル，キャラバン，キャラバン
コーチ，バネット，バネットコーチ 

















日野 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，29 人以下乗りバス， りバス 
ン級トラック，積載量 5
30 人以上乗
いすゞ 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
三菱 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，クレーン，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
日産 29 人以下乗りバス 
UD 
トラック，
ン，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級
トラクター，クレー
マツダ 29 人以下乗りバス 

















グループ名 車両総重量 最大積載量 
小型トラック 1.7 トン超 2.5 トン以下 2.5 トン以下 
中型トラック 2.5 トン超 2.5 トン超 8.5 トン以下 
大型トラック 2.5 トン超 8.5 トン超 

















種別 車両総重量 測定モード 規制値単位 有害物質 規制値22
窒素酸化物 0.68 (0.49)  1.7 トン超 10.15 モード g/km 
粒子状物質 0.12 (0.06) 
中量車
2.5 トン以下 
窒素酸化物 4.22 (3.38) 重量車 2.5 トン超 ディーゼル
13 モード 
g/kwh 
粒子状物質 0.35 (0.18) 
 
排出ガスの規制値を測定するモードは，排出 の趣 を の
通常の使用状況を適確に反映 考えられることか ド 生
る有害物質の量に，実際に各自動車が使用中に発生する有害物質の量は，比例するもの






















表 5-7】ディーゼル 13 モード測定 















7 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.041エンジンを最高出力時の回転数
40%にして運転している状態 
8 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.033エンジンを最高出力時の回転数
60%にして運転している状態 
9 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.077エンジンを最高出力時の回転数
60%にして運転している状態 
10 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.055エンジンを最高出力時の回転数
80%にして運転している状態 
11 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.049エンジンを最高出力時の回転数
95%にして運転している状態 
12 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.037エンジンを最高出力時の回転数
80%にして運転している状態 


















A ≤また，各自動車は，  を満たしている。ここで，
述のとおり，規制値そのものを達成しているとすると， 各自動車メーカーは，前
BRARA =⇔=      ……(5.3) 
(5.2)式，(5.3)式より cRBP =  ……(5.4) 
B








運転順序 運転条件 係数 
1 エンジンを最高出力時の回転数の a%の回転数で運転している状態 0.410 
2 エンジンを最高出力時の回転数の 40%の回転数で運転している状態 0.064 
3 エンジンを最高出力時の回転数 回転数で運転している状態  の 60%の 0.416













【表 5-9】ディーゼル 13 モード測定簡略版(その 2) 
運転順序 運転条件 係数 
1 エンジンをα×最高出力の出力で運転している状態 0.410 
2 エンジンをβ×最高出力の出力で運転している状態 0.064 
3 エンジンをγ×最高出力の出力で運転している状態  0.416






























































                                                  



































































【表 5-10】2002 年度販売の分析対象車の最高出力 
グループ 台数 最高出力の平均(kw) 最高出力の総和(kw) 
小型トラック 193,877 77.3 14,978,121 
中型トラック 83,451 136.5 11,393,588 
大型トラック 31,471 265.5 8,355,610 
バス 17,381 154.8 2,690,556 
























表 5-11】グループ別自動車 1 台あたりの保険料   (単位：千円) 
 自動車メーカーの保険料負担割合 
グループ 10% 25% 50% 75% 100% 
小型トラック 17 44 87 131 175 
中型トラック 31 77 154 231 308 
大型トラック 60 600 150 300 450 
バス 35 87 175 262 350 
平均 26 65 130 194 259 
 
【表 プ別 保険        単位：千円) 5-12】グルー の総 料        (
 自動車メ ーの 負担割ーカ 保険料 合 
グループ % 25% 50% 75%10 100% 
小型トラック 3,383,793 8,459,484 16,918,967 25,378,451 33,837,934 
中型トラック 2,573,991 6,434,977 12,869,955 19,304,932 25,739,910 
大型トラック 1,887,664 4 18,876,639 ,719,160 9,438,320 14,157,479 
バス 607 1,519 3,039 4,558 6,07,839 ,597 ,195 ,792 8,390 
合計 8,453,287 21,133,218 42,266,437 63,399,655 84,532,873 
                                                  




【表 5-13】グルー 料 価格プ別の保険 の自動車 に対する割合 
 自動車メーカ 負ーの保険料 担割合 
グループ 10% 25% 50% 75% 100% 
小型トラック 0.7224% 1.8060% 3.6120% 5.4179% 7.2239% 
中型トラック 0.7004% 1.7510% 3.5019% 5.2529% 7.0038% 
大型トラック 0.5022% 1 5.0217% .2554% 2.5108% 3.7663% 
バス 0.3664% 0.9160% 1.8320% 2.7480% 3.6640% 
平均 0.6136% 1.5339% 3.0678% 4.6018% 6.1357% 
 
【 カ の   円表 5-14】メー ー別自動車 1 台あたり 保険料 (単位：千 ) 
 自動 ー 負担車メーカ の保険料 割合 
メーカー 10% 25% 50 75% 10%  0% 
日野 38 95 189 284 378 
いすゞ 30 74 149 223 297 
マツダ 16 156 39 78 117 
三菱 31 77 154 230 307 
日産 17 42 83 125 167 
UD 47 117 234 351 468 
トヨタ 17 43 86 129 172 
平均 26 65 130 194 259 
 
【 5】メーカー別の総        (単位：千円) 表 5-1 保険料      
 自動車メーカーの保険料負担割合 
ー 10% 25% 50% 75% 100%メーカ  
日野 1,316,046 3,290,116 6,580,231 9,870,347 13,160,462 
いすゞ 1,683,299 4,208,248 8,416,497 12,624,745 16,832,994 
マツダ 148,244 3 1,482,437 70,609 741,218 1,111,827
三菱 2,223,485 5,558,712 11, 24 16, 5 22 7 117,4 676,13 ,234,84
日産 894,485 2,236,212 4,472,425 6,708,637 8,944,849 
UD 759,253 1,898,132 3,796,263 5,694,395 7,592,527 
トヨタ 1 3 7,428,476 ,571,189 ,142,378 10,713,568 14,284,757 











 10% 25% 50% 75% 100% 
日野 0.5544% 1.3859% 2.7719% 4.1578% 5.5438% 
いすゞ 0.6018% 1.5044% 3.0088% 4.5132% 6.0177% 
マツダ 0.5368% 5.3682% 1.3420% 2.6841% 4.0261% 
三菱 0.5957% 1.4892% 2.9784% 4.4676% 5.9568% 
日産 0.7392% 1.8481% 3.6962% 5.5443% 7.3923% 
UD 0.5440% 1.3601% 2.7202% 4.0803% 5.4404% 
トヨタ 0.7172% 1.7931% 3.5861% 5.3792% 7.1722% 
平均 0.6136% 1.5339% 3.0678% 4.6018% 6.1357% 
 
表 5-11 から み が 大 境 きくなると，当
に対 料実 な は 大 格が増加する




度から 2002 年度の 10 年間のものとした。理由は，1992
るためである。また，2002 年度までとしたのは，現
る最新のデーターが 2002 年度のものであることによる。 
析対象車ごとに
お，これらの年報は，それぞれ過去 3 年間のデーターが記載されている。 
ける実販売価格のデーターを使用した。レッドブックには，それぞれ過去 7 年間
表 5-16 を ればわかる ，自動車が きくなり環 負荷が大
該自動車 する保険 額は高く るが，それ ，自動車が きくなり価













販売台数のデーターは，日本自動車販売協会連合の『1995 新車登録台数年報（第 18 集）』




価格のデーターは，オートガイド社の『AGMR Red Book オートガイド自動車価格
月報商用車 1998 年 9-10 月』，『AGMR Red Book オートガイド自動車価格月報商用
車 2003 年 9-10 月』(以下「レッドブック」という。)に記載されている消費税込みの東京
地区にお












や車両総重量についても，表 5-3，表 5-4 で示した分析対象車に該当する，レッドブック







集計した販売台数・実購入価格をまとめたものは，次の表 5-17 のとおり。 
 
【表 5-17】販売台数・実購入価
グループ 種別 1993 1994 1995 1996 1997 
台数 412,555 476,632 471,960 472,799 401,749 
小型トラック 
実購入価格 2,571 2,087 2,288 2,454 2,456 
台数 71,489 86,444 83,587 89,985 68,451 
中型トラック 
価格 実購入 4,569 4,707 4,822 5,107 5,058 
台数 42,063 67,886 65,879 59,077 45,197 
大型トラック 
実購入価格 10,072 10,344 11,170 11,798 11,972 
台数 18,518 18,161 17,593 17,308 15,176 
バス 
実購入価格 17,916 17,312 18,412 19,322 19,775 
台数 557,159 649,123 639,019 639,169 530,573 
合計 
実購入価格 3,247 3,519 3,766 3,924 3,859 




                                                 
      
      
     
       
       
       
       






【表 5-17】販売台数・実購入価格      実購入価 の単位：千円） の続き  （ 格
グループ 種別 1998 1999 2000 2001 2002 
台数 297,378 245,921 293,714 262,289 193,877 
小型トラック 
購入価格 2,505 2,409 2,595 2,657 2,697 実
台数 51,608 85,640 44,287 45,836 83,451 
中型トラック 
価格 実購入 5,090 4,587 5,646 5,634 4,867 
台数 30,914 31,229 32,860 30,602 31,471 
大型トラック 
実購入価格 12,060 12,216 13,133 13,196 13,040 
台数 13,940 15,849 15,439 16,230 17,381 
バス 
実購入価格 11,242 10,127 10,410 10,231 10,403 
台数 393,840 378,639 386,300 354,957 326,180 
合計 









め，最小 2 乗法による分析結果は，採用しなかった。 
析の結果は，次のとおりである。 
g(自動車実購入価格／消費者
                                                 
 
デル 






b) 最小 2 乗法による分析 




















 物価指数)＋γ×Log(前期実質 GDP／前々期実質 GDP) 




己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 





分析方法 ： 最小 2 乗法による重回帰分析 




己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 








己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 





分析方法 ： 1 階の自己相関を前提とした最尤法 
分析方法 ： 最小 2 乗法による重回帰分析 
パラメーター
  β＝－3.04358 t 値＝－3.36245 p 値＝0.012 
γ＝9.85395 t 値＝2.48155 p 値＝0.042  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.68
  自由度修正済決 係数＝0.59268
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.37406 意水準 0.01 で




物価指数)＋ζ×Log 質 GDP／前期実質 GDP) 
パラメーター
  ε＝－2.99163 t 値＝－4.62952 p 値＝0.002 
ζ＝7.48343 t 値＝2.73039 p 値＝0.029  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.79
  自由度修正済決 係数＝0.73508
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.68739 意水準 0.01 で
傾き 0 の検 ： F 統計量＝13.4867 傾き 0 の仮説は
モデル式 ： Log(自動車台数)＝η＋θ×Log(自動車実購入価格／消費者
期実質 GDP) 
分析方法 ： 最小 2 乗法による重 帰分析 
パラメーター
  θ＝－2.44244 t 値＝－3.76151 p 値＝0.007 
ι＝10.9643 t 値＝3.20931 p 値＝0.015  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.77
  自由度修正済決 係数＝0.70799
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.65665 意水準 0.01 で




物価指数)＋μ×Log 質 GDP／前期実質 GDP） 
 100
Hosei University Repository
パラメーター ： κ＝13.0402 t 値＝6.03551 p 値＝0.000 
 
数 p 値＝0.003 
決定 2 
係












  λ＝－0.709589 t 値＝－1.53159 p 値＝0.126 
μ＝0.690397 t 値＝0.939177 p 値＝0.348  
自己相関係 ： ρ＝0.690397 t 値＝3.01249 
決定係数 ： 自由度修正無し 係数＝0.50239
  自由度修正済決定 数＝0.253587 
傾 ： 尤度比＝2.9588 傾き 0 の仮説は有 水準 0.30 で

















































































【表 5-19】環境保険制度実施に伴う自動車の価格増率        (金額の単位：千円) 
  自動車メーカーの保険料負担割合 
グルー
プ 
費目 10% 25% 50% 75% 100% 
制度実施前実購入価格 2,696.720 2 2,696.720 ,696.720 2,696.720 2,696.720 
保険料 17.453 3 67 00 3 43.63 87.2 130.9 174.53
消費税増分 0.873 2.182 4.363 6.545 8.727 
自動車取得税増分 0.524 1.309 2.618 3.927 5.236 
制度実施後実購入価格 2,7 2,7 2,7 2 215.570 43.844 90.968 ,838.092 ,885.216 
小型ト
ラック 
率 0.69 1.74 3.49 5.24 6.98実購入価格増 898% 745% 491% 236% 981%
制度実施前実購入価格 4,86 4,86 4,86 4,86 4,866.625 6.625 6.625 6.625 6.625 
保険料 30.844 77.111 154.222 231.333 308.443 
消費税増分 1.542 3.856 7.711 11.567 15.422 
自動車取得税増分 0.925 2.313 4.627 6.940 9.253 
制度実施後実購入価格 4,8 4,9 5 5 599.937 49.905 ,033.184 ,116.464 ,199.744 
中型ト
ラック 
率 0.684 1.711 3.422 5.13 6.84実購入価格増 497% 242% 483% 3725% 4967%
制度実施前実購入価格 13,04 13,04 13,04 13,04 13,040.200 0.200 0.200 0.200 0.200 
保険料 59.981 149.953 299.905 449.858 599.811 
消費税増分 2.999 7.498 14.995 22.493 29.991 
自動車取得税増分 1.799 4.499 8.997 13.496 17.994 
制度実施後実購入価格 13,1 13 13 13 1304.980 ,202.149 ,364.098 ,526.047 ,687.996 
大型ト
ラック 
率 0.496 1.241 2.48 3.72 4.96実購入価格増 768% 920% 3840% 5760% 7680%
制度実施前実購入価格 10,40 10,40 10,40 10,4 10,43.022 3.022 3.022 03.022 03.022 
保険料 34.971 87.429 174.857 262.286 349.715 
消費税増分 1.749 4.371 8.743 13.114 17.486 
自動車取得税増分 1.049 2.623 5.246 7.869 10.491 
制度実施後実購入価格 10,4 10,4 10 10 1040.791 97.445 ,591.868 ,686.291 ,780.714 
バス 
率 0.363 0.907 1.815 2.72 3.63実購入価格増 060% 649% 298% 2948% 0597%
 
2) 販売台
表 5-18 の 力性と ， と
車の販売台数の減少は，次の表 5-20 のとおりである。 
数の減少 












  自動車メーカーの保険料負担割合 
グル
ープ 
項目 10% 25% 50% 75% 100%
実購入価格増率 0.69898% 1.  6.98981%74745% 3.49491% 5.24236%
需要の価格弾力
性 
3.0 3.0 3.0 3.0 3.4358 4358 4358 4358 04358




販売台数 189,752 183,566 173,254 162,943 152,632 
実購入価格増率 0.6844 1.7112 3.4224 5.133797% 42% 83% 25% 6.844967%
需要の価格弾力
性 
2.99163 2.99163 2.99163 2.99163 2.99163




販売台数 81,742 79,179 74,907 70,634 66,362 
実購入価格増率 0.4967 1.2419 2.4838 3.725768% 20% 40% 60% 4.967680%
需要の価格弾力
性 
2 2 2 2 2.44244 .44244 .44244 .44244 .44244




販売台数 31,089 30,516 29,562 28,607 27,653 
実購入価格増率 0.3630 0.9076 1.8152 2.722960% 49% 98% 48% 3.630597%
需要の価格弾力
性 
0. 0. 0. 0. 0.709589 709589 709589 709589 709589
販売台数減少率 0.257623% 0.644058% 1.288116% 1.932174% 2.576232%
バス 
販売台数 17,336 17,269 17,157 17,045 16,933 
販売台数減少率 1.9192 4.7980 9.5960 14.39401% 01% 03% 004% 19.192006%
合計 
販売台数 319,920 310,530 294,880 279,230 263,580 
 
3)


















  自動車メーカーの保険料負担割合 
グル
ープ 
項目 10% 25% 50% 75% 100%
販売台数の減
少率 
2.127405% 5.318512% 10.637023% 15.955535% 21.274046%
最高出力の総











2.047761% 5.119402% 10.238804% 15.358206% 20.477608%
最高出力の総











1.213326% 3.033315% 6.066630% 9.099946% 12.133261%
最高出力の総











0.257623% 0.644058% 1.288116% 1.932174% 2.576232%
最高出力の総









1.919201% 4.798001% 9.596003% 14.394004% 19.192006%
最高出力の総









表 5-2 高出力 少 れ 車 新























減少率の対象 10% 25% 50% 75% 100%
分析対象の新車の排
出量に対する減少率
1.764587% 4.4114  17.645870%67% 8.822935% 13.234402%
分析対象車の排出量
0.1185 0.5927 0.8891 1.1855
全体に対する減少率
54% 0.296384% 68% 52% 36%
自動車全体の排出量
に対する減少率 




， の る 決 な
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年度 2002 2003 
国内元受契約件数   




























Q7-2 Q7 で 1 と答えられた場合，その理由を教えてください。最もあてはまるものを 3
つ選択してください。 






6. その他 自由にご記入ください。 
 
 
Q7-3 Q7 で 2 と答えられた場合，「リスクに見合う」ための判断基準を教えてください。
最もあてはまるものを 1 つ選択してください。 





4. その他 自由にご記入ください。 
 
 














































Q9 で 1 と回答された場合は，論文の該当箇所を電子メールにて送付いたしますので，送付
先の電子メールアドレスとご担当者を教えてください。 
電子メールアドレス［                   ］ 
ご担当者所属部署［                   ］ 









































ら 30 万円を控除 
 
(2) 自動車重量税（国税） 











自家用   車両重量 0.5 6.300 3 18.900 





タクシー 車両重量 0.5 2.800 1 2.800 
車両総重量
2.5 トン以下 




車両総重量 1 6.300 2 12.600 自家用 
車両総重量 8
トン以上 
車両総重量 1 6.300 1 6.300 
車両小重量 8
トン未満 







車両総重量 1 2.800 1 2.800 
自家用   車両総重量 1 6.300 1 6.300 
バス 
営業用   車両総重量 1 2.800 1 2.800 
乗用車 － 定額 4.400 3 13.200 
自家用車 
トラック － 定額 4.400 2 8.800 
乗用車 － 定額 2.800 3 8.400 
軽 
営業用 
トラック － 定額 2.800 2 5.600 





 車種  用途 総排気量 自動車税（千円） グリーン税制（2002 年度） 
2 超 2.5 以下 45.000 
2.5 超 3 以下 51.000 
3 超 3.5 以下 58.000 
3.5 超 4 以下 66.500 
4 超 4.5 以下 76.500 
4.5 超 6 以下 88.000 
自家用 
6 超 111.000 
2 超 2.5 以下 13.600 
2.5 超 3 以下 15.700 
3 超 3.5 以下 17.900 
3.5 超 4 以下 20.500 
4 超 4.5 以下 23.600 
4.5 超 6 以下 27.200 
普通乗用車 
営業用 
6 超 40.700 
1 以下 29.500 
1 超 1.5 以下 34.500 自家用 
1.5 超 39.500 
1 以下 7.500 
1 超 1.5 以下 8.500 
小型乗用車 
営業用 
1.5 超 9.500 
自家用   25.500 
トラック 
営業用   18.500 
自家用   49.000 



































(5) 自賠責保険料                        (単位：円) 






営業用   51,600 51,200 70,930 乗り合い自動車
および牽引旅客
自動車 
自家用   26,200 17,050 19,660 
A   110,800 107,650 128,510 
B   88,300 85,800 102,050 




D   28,450 27,700 31,720 
自家用乗用自動
車 
    18,850 16,950 19,520 
最大積載量が 2トン超 83,700 75,700 77,400 
営業用 最大積載量が 2トン以
下 
57,500 52,150 53,070 






31,850 30,950 35,760 
営業用   31,250 28,600 28,740 小型貨物自動車
および牽引小型
自動車 
自家用   15,750 15,350 16,800 
小型二輪自動車     17,100 14,550 13,640 
検査対象
車 




  13,650 13,250 10,440 
原動機付自転車     7,850 7,700 7,940 
大型・小型特殊自
動車 
    10,200 8,850 9,650 























1990 467913 254.700 92.900 117.800 112.250 
1991 478035 266.300 95.500 113.900 113.500 
1992 483182 275.200 97.000 109.567 110.542 
1993 478253 281.100 98.200 102.775 104.792 
1994 489275 288.400 98.600 100.008 100.833 
1995 500914 291.300 98.400 100.467 99.117 
1996 519036 295.600 98.800 108.375 97.442 
1997 521918 298.900 100.800 112.908 99.975 
1998 516546 299.100 101.000 104.050 95.742 
1999 520937 300.600 100.500 113.867 93.242 
2000 536806 302.200 99.900 129.275 93.283 
2001 530456 305.800 98.900 132.517 90.567 
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